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国立大学法人横浜国立大学事業報告書 

 

「 Ⅰ  は じ め に 」  

横 浜 国 立 大 学 は 、 １ ８ ７ ４ 年 （ 明 治 ７ 年 ） に 設 置 さ れ た 小 学 教 員 養 成 所 を 源 流

と し て お り 、 １ ９ ４ ９ 年 （ 昭 和 ２ ４ 年 ） に 新 制 国 立 大 学 と し て 設 置 さ れ て 以 来 、

大 学 と し て は ７ ０ 年 余 り の 歴 史 を も つ 。  

本 学 は 、 「 実 践 的 学 術 の 国 際 拠 点 」 と し て 、 先 進 的 ・ 実 践 的 な 「 知 」 の 発 見 並

び に 創 造 性 と 国 際 性 豊 か な 教 育 研 究 を 推 進 し て い る 。 ま た 、 法 人 化 に 際 し て 「 実

践 性 」 、 「 先 進 性 」 、 「 開 放 性 」 、 「 国 際 性 」 を ４ つ の 精 神 と し て 大 学 の 憲 章 に

掲 げ て い る 。  

令 和 ３ 年 度 は 第 Ⅲ 期 中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 期 間 終 年 度 で も あ る こ と か ら 、 中 期

目 標 の 達 成 を 目 指 し 全 教 職 員 一 丸 と な っ て 業 務 に 取 り 組 ん だ 。  

教 育 面 で は 、 新 た な 全 学 部 横 断 型 MAB/SD Gs 副 専 攻 プ ロ グ ラ ム の 準 備 を 開 始 し

た 。こ れ は UNESCO の「 人 間 と 生 物 圏（ MAB）計 画 」を 活 用 し た SDGs に 即 し て 活 躍

で き る 人 材 を 育 成 す る プ ロ グ ラ ム で あ る 。 ま た 、 「 学 生 プ ロ フ ァ イ ル 」 の 大 学 院

版 の 導 入 、全 学 生 を 対 象 と し た 心 理 ア セ ス メ ン ト BEVI の 試 行 実 施 な ど 、学 修 成 果

の 可 視 化 も 行 っ て い る 。  

研 究 面 で は 、日 本 初 の 台 風 専 門 研 究 機 関 で あ る 台 風 科 学 技 術 研 究 セ ン タ ー の 新

設 、 お 茶 の 水 女 子 大 学 お よ び 千 葉 大 学 と の 連 携 協 定 締 結 な ど を 行 っ た 。  

社 会 連 携 他 の 面 で は 、 横 浜 市 内 の 大 学 や 関 係 機 関 等 と 協 力 し て 、 起 業 家 育 成

（ YOXO カ レ ッ ジ ）と ス タ ー ト ア ッ プ 創 出 の た め の 拠 点 整 備 を 行 っ て お り 、大 学 発

ベ ン チ ャ ー の 起 業 実 績 向 上 な ど の 成 果 に つ な が っ て い る 。  

業 務 運 営 の 改 善 に 関 し て は 、 新 「 学 長 ビ ジ ョ ン 」 や 「 横 浜 国 立 大 学 に お け る 経

営 人 材 の 育 成 ・ 確 保 方 針 」 等 の 策 定 、 各 部 局 へ の 「 運 営 諮 問 会 議 」 の 設 置 な ど を

通 じ て ガ バ ナ ン ス 強 化 を 行 っ た 。  

 

 

 

「 Ⅱ  基 本 情 報 」  

１ ． 目 標  

横 浜 国 立 大 学 （ YOKOHAM A Nat iona l Uni vers ity  :  YN U） は 、 文 明 開 化 の 発 祥 の

地 で あ り 、 高 度 の 産 業 が 集 積 す る 横 浜 に 生 ま れ 育 っ た 都 市 型 高 等 教 育 機 関 と し

て 、 自 由 で 高 い 自 律 性 を 保 つ 堅 実 な 学 風 の 下 、 実 践 性 ・ 先 進 性 ・ 開 放 性 ・ 国 際 性

を 精 神 と す る 教 育 と 研 究 に よ り 、社 会 の 中 核 と な っ て 活 躍 す る 多 く の 人 材 を 育 成

し 、 社 会 を 支 え る 研 究 成 果 を 発 信 し て 社 会 に 貢 献 し て き た 。  

２ １ 世 紀 に 入 り 、経 済 発 展 の 軸 が ア ジ ア 中 心 に シ フ ト す る グ ロ ー バ ル 新 時 代 を

迎 え 、 社 会 制 度 、 文 化 、 宗 教 、 習 慣 等 の 多 様 性 が 一 層 複 雑 化 し 、 世 界 の 持 続 的 発

展 に 障 壁 と な る 諸 課 題 が 顕 在 化 し て き て い る 今 、日 本 社 会 が 直 面 す る 諸 課 題 の 解

決 に 国 際 的 視 点 か ら 貢 献 す る イ ノ ベ イ テ ィ ブ な 人 材 を 育 成 し 、世 界 に 向 け て 新 た

な 「 知 」 を 創 造 ・ 発 信 す る こ と が 求 め ら れ て い る 。  
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ま た 、 グ ロ ー バ ル 新 時 代 の 課 題 は 同 時 に ロ ー カ ル な 課 題 で も あ る 。 本 学 が 立 地

す る 横 浜 ・ 神 奈 川 地 域 に も 産 業 構 造 の 変 化 や 大 都 市 問 題 の ほ か 、 少 子 高 齢 化 に と

も な う 郊 外 住 宅 ・ 団 地 の 荒 廃 、 人 口 減 少 、 水 源 ・ 里 山 地 域 の 衰 退 、 火 山 ・ 地 震 等

の 自 然 災 害 リ ス ク の 増 大 等 の 地 域 的 諸 課 題 が 押 し 寄 せ て い る 。  

こ の よ う な 背 景 を 踏 ま え 、本 学 の 伝 統 的 な 強 み と 特 色 に よ り 教 育 研 究 機 能 を 更

に 充 実・強 化 し 、国 際 都 市 横 浜 発 の グ ロ ー バ ル な 貢 献 を 成 し 得 る 国 立 大 学 と し て 、

そ の 責 務 を 一 層 果 た し て い く 。  

（ 研 究 ）  

本 学 は 「 人 々 の 福 祉 と 社 会 の 持 続 的 発 展 に 貢 献 す る 」 こ と を 基 本 使 命 と し て 、

各 専 門 領 域 の 研 究 を 基 盤 と し て 充 実 さ せ る と と も に 、強 み の あ る 領 域 を 中 核 に 世

界 を 先 導 す る 。  

ま た 、 多 く の 教 員 を 従 来 の 学 部 の 枠 を 越 え た 研 究 院 に 所 属 さ せ 、 移 り ゆ く 社 会

の ニ ー ズ を 捉 え た 機 動 性 ・ 学 際 性 を 有 し た 柔 軟 な 研 究 を 行 い う る 組 織 体 制 を 整 備

し て い る 。 こ の 研 究 組 織 体 制 と 人 文 系 ・ 社 会 系 ・ 理 工 系 の 分 野 が 一 つ の キ ャ ン パ

ス に あ る 優 位 性 に よ り 文 理 融 合 的 研 究 を 積 極 的 に 推 進 し 、分 野 を 越 え た 結 合 等 に

よ り 複 雑 で 多 様 化 し た グ ロ ー バ ル 新 時 代 の 諸 課 題 を 解 明 し 、将 来 社 会 の あ り 方 を

提 示 す る こ と で 、様 々 な 要 素 が 集 積 す る 国 際 都 市 横 浜 の 地 に お い て 実 践 的 学 術 の

国 際 拠 点 と な る こ と を 目 指 す 。  

（ 教 育 ）  

専 門 性 を 基 礎 と し つ つ 調 和 の と れ た 教 育 体 系 の も と 、主 体 性 と 倫 理 性 を 養 う 豊

か な 教 養 教 育 を 行 い 、少 人 数 教 育 と 実 践 的 教 育 の 伝 統 的 な 強 み を 活 か し て グ ロ ー

バ ル 新 時 代 に 求 め ら れ る 多 様 な 視 点 を 有 す る 広 い 専 門 性 を 持 っ た 実 践 的 人 材（ 学

部 ）と 高 い 応 用 力 と 発 想 力 を 有 す る 高 度 専 門 職 業 人（ 大 学 院 ）の 育 成 を 推 進 す る 。

ま た 、 ア ジ ア か ら 多 く の 留 学 生 が 学 び 、 留 学 生 比 率 が 高 い と い う 本 学 の 特 色 を さ

ら に 強 化 し 、 国 際 性 が 豊 か で 、 共 生 社 会 の 構 築 に 貢 献 す る 教 育 拠 点 を 目 指 す 。  

（ 地 域 貢 献 、 社 会 貢 献 ）  

ロ ー カ ル な 課 題 の 真 摯 な 追 究 が グ ロ ー バ ル な 課 題 の 追 究 に も 連 関 す る こ と を

踏 ま え 、 こ れ ら の 諸 課 題 の 実 践 的 解 決 の た め 、 地 域 の 自 治 体 、 企 業 、 大 学 等 と 積

極 的 に 連 携 し な が ら 、グ ロ ー バ ル な 視 座 を 有 し ロ ー カ ル な 課 題 に 対 応 で き る 人 材

を 育 成 す る と と も に 、公 共 性 あ る 国 立 大 学 の 責 務 と し て 大 学 の 知 を 広 く 社 会 に 還

元 し 、 課 題 解 決 の 一 翼 を 担 う こ と を 目 指 す 。  

（ 組 織 運 営 ）  

本 学 の 伝 統 的 な 強 み と 特 色 を 十 分 に 発 揮 し 、 ミ ッ シ ョ ン を 的 確 に 実 行 す る た

め 、 学 長 の リ ー ダ ー シ ッ プ の 下 、 全 て の 教 職 員 が ビ ジ ョ ン を 共 有 し て 大 学 改 革 へ

の 主 体 的 参 画 を 高 め 、 自 己 変 革 に よ り 研 究 、 教 育 、 地 域 貢 献 、 社 会 貢 献 の 機 能 を

大 化 で き る ガ バ ナ ン ス 体 制 を 構 築 す る と と も に 、グ ロ ー バ ル 新 時 代 の 諸 課 題 の

解 明 に 向 け た 実 践 的 学 術 の 国 際 拠 点 を 目 指 す べ く 、 資 源 の 戦 略 的 ・ 機 動 的 な 活 用

に よ る 全 学 一 体 の 大 学 改 革 を 不 断 に 実 行 す る 。  
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２ ． 業 務 内 容  

（ １ ） 教 育 ・ 学 生 支 援  

教 育 学 部 、 経 済 学 部 、 経 営 学 部 、 理 工 学 部 、 都 市 科 学 部 の ５ 学 部 及 び 教 育 学 研

究 科 （ 修 士 課 程 ） 、 国 際 社 会 科 学 府 （ 博 士 前 期 ・ 後 期 課 程 ） 、 理 工 学 府 （ 博 士 前

期 ・ 後 期 課 程 ） 、 環 境 情 報 学 府 （ 博 士 前 期 ・ 後 期 課 程 ） 、 都 市 イ ノ ベ ー シ ョ ン 学

府 （ 博 士 前 期 ・ 後 期 課 程 ） 、 先 進 実 践 学 環 の ６ 大 学 院 に て 教 育 を 行 っ て い る 。  

学 士 課 程 に お い て は 、 『 YNU イ ニ シ ア テ ィ ブ 』 を 教 育 方 針 と し 、 こ れ を 具 現 化

す る た め に カ リ キ ュ ラ ム ・ マ ッ プ 及 び カ リ キ ュ ラ ム ・ ツ リ ー を 作 成 し て 実 践 的 な

教 育 活 動 を 行 っ て い る 。 修 士 ・ 博 士 課 程 に お い て も 『 YNU イ ニ シ ア テ ィ ブ （ 大 学

院 版 ） 』 に よ り 、 本 学 大 学 院 教 育 課 程 の 教 育 方 針 や シ ス テ ム を 広 く 社 会 に 公 表 し

て い る 。  

更 に 、 地 域 連 携 推 進 機 構 や 国 際 戦 略 推 進 機 構 等 学 内 組 織 を 横 断 し た 「 機 構 」 組

織 を 複 数 設 置 し 、 本 学 の 特 徴 で あ る 文 理 融 合 的 な 教 育 に も 力 を 入 れ て い る 。  

学 生 支 援 に つ い て は 、授 業 料 免 除 や 本 学 独 自 の 給 付 型 奨 学 金 等 の 経 済 的 支 援 を

積 極 的 に 行 う ほ か 、 YNU 学 生 ポ ー ト フ ォ リ オ シ ス テ ム や コ ン タ ク ト 教 員 制 度 等 に

よ り 学 生 の 勉 学 意 欲 を 高 め 、 教 育 成 果 の 向 上 に 資 す る 様 々 な 取 組 を 行 っ て い る 。  

 

（ ２ ） 研 究  

研 究 者 が 所 属 す る 教 育 学 部 、 国 際 社 会 科 学 研 究 院 、 工 学 研 究 院 、 環 境 情 報 研 究

院 、 都 市 イ ノ ベ ー シ ョ ン 研 究 院 、 先 端 科 学 高 等 研 究 院 に て 、 学 界 の 先 端 の 研 究

を 行 っ て い る 。 研 究 活 動 へ の 取 組 「 YNU リ サ ー チ イ ニ シ ア テ ィ ブ 」 を 掲 げ 、 各 研

究 組 織 に お い て は 、 様 々 な プ ロ ジ ェ ク ト 制 度 を 設 け 、 先 進 的 な 研 究 や 複 数 の 領 域

を 融 合 し た 学 際 研 究 等 を 支 援 す る 仕 組 み を 構 築 し て い る 。更 に 量 子 情 報 研 究 セ ン

タ ー や 台 風 科 学 技 術 研 究 セ ン タ ー 等 の 各 研 究 組 織 の 枠 を 越 え た 領 域 横 断 的 な 学

際 研 究 を 行 う 「 セ ン タ ー 組 織 」 を 設 け 、 学 内 及 び 外 部 の 競 争 的 資 金 を 用 い て 、 セ

ン タ ー に お け る 研 究 の 活 性 化 に 努 め て い る 。  

 

（ ３ ） 社 会 連 携 ・ 貢 献  

大 学 憲 章 に あ る ４ つ の 精 神 の う ち の １ つ に 「 実 践 性 」 を 掲 げ 、 国 際 社 会 ・ 国 ・

地 域 ・ 市 民 ・ 産 業 界 の ニ ー ズ に 応 え る 教 育 と 研 究 を 行 い 、 ２ １ 世 紀 の 知 識 基 盤 社

会 の 中 核 と し て 大 学 の 社 会 的 使 命 を 果 た す こ と を 目 標 と し て い る 。 教 育 ・ 研 究 ・

産 学 連 携 ・ 社 会 貢 献 に お い て 、 教 職 員 ・ 学 生 が 国 際 社 会 や 地 域 社 会 と 向 き 合 い な

が ら 行 動 す る こ と に よ り 、 互 い の 能 力 を 高 め つ つ 、 横 浜 市 等 の 地 元 自 治 体 と 連 携

協 定 を 締 結 す る 等 、 連 携 強 化 に 努 め て い る 。 こ の ほ か 、 公 的 研 究 機 関 や 民 間 企 業

等 と 包 括 連 携 協 定 の 締 結 や 連 携 協 議 会 開 催 に よ り 、企 業 と の 共 同 研 究 、人 材 交 流・

育 成 、 教 育 研 究 協 力 を 推 進 し て い る 。  

 

（ ４ ） 国 際 化  

大 学 憲 章 に あ る ４ つ の 精 神 の う ち の １ つ と し て 「 国 際 性 」 を 掲 げ 、 世 界 に 開 か

れ た 教 育 ・ 研 究 活 動 の 一 環 と し て 、 海 外 の 大 学 と 学 術 交 流 協 定 を 締 結 す る 等 、 各
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種 の 国 際 交 流 事 業 を 活 発 に 行 っ て い る 。 ま た 、 こ れ ら の 事 業 に 対 し て 、 本 学 独 自

の 奨 学 金 等 に よ り 様 々 な 支 援 を 行 う た め 「 国 際 戦 略 推 進 機 構 」 を 中 心 と し て 、 国

際 戦 略 の 企 画 立 案 、 戦 略 的 な グ ロ ー バ ル 人 材 の 育 成 、 国 際 学 術 研 究 及 び 国 際 連 携

の 推 進 、 ２ １ 世 紀 知 識 基 盤 社 会 の 発 展 に 貢 献 し 得 る 創 造 性 に 富 み 、 高 い 倫 理 観 の

も と に 国 際 的 視 点 か ら 活 躍 で き る 指 導 的 実 践 的 な 人 材 の 育 成 に 取 り 組 ん で い る 。  

 

３ ． 沿 革  

明 治  ９ 年  ４ 月  横 浜 師 範 学 校  

大 正  ９ 年  １ 月  横 浜 高 等 工 業 学 校  

大 正 １ ２ 年 １ ２ 月  横 浜 高 等 商 業 学 校  

昭 和 ２ ４ 年  ５ 月  横 浜 国 立 大 学  

平 成 １ ６ 年  ４ 月  国 立 大 学 法 人 横 浜 国 立 大 学  

 

４ ． 設 立 根 拠 法  

 国 立 大 学 法 人 法 （ 平 成 １ ５ 年 法 律 第 １ １ ２ 号 ）  

 

５ ． 主 務 大 臣 （ 主 務 省 所 管 局 課 ）  

文 部 科 学 大 臣 （ 文 部 科 学 省 高 等 教 育 局 国 立 大 学 法 人 支 援 課 ）  

 

 

 

 

  



 

- 5 - 
 

６． 組 織 図  

 

 

 

  

附属鎌倉小学校 

附属横浜小学校 

附属鎌倉中学校 

附属横浜中学校 

附属特別支援学校 

附属教育デザインセンター 

附属高度理科教員養成センター 

野外教育実習施設 

附属アジア経済社会研究センター 

教育相談・支援総合センター 

附属臨海環境センター 

リスク共生社会創造センター 

量子情報研究センター 

先進化学エネルギー研究センター 

台風科学技術研究センター 

 

 

機器分析評価センター 

情報基盤センター 

国際教育センター 

地域実践教育研究センター 

成長戦略教育研究センター 

 

保健管理センター 

安全衛生センター 

横 

浜 

国 

立 

大 

学 

教育学部 

  経済学部 

  経営学部 

理工学部 

都市科学部 

大学院教育学研究科 

大学院国際社会科学府・国際社会科学

研究院    

大学院理工学府・工学研究院 

大学院環境情報学府・環境情報研究院    

大学院都市イノベーション学府・都市

イノベーション研究院    

   
大学院先進実践学環 

   

先端科学高等研究院  
   

ダイバーシティ戦略推進本部 

附属図書館 

研究推進機構 

情報戦略推進機構 

国際戦略推進機構 

地域連携推進機構 

安全衛生推進機構 

高大接続・全学教育推進センター 

大学院教育強化推進センター 

事務局 
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７ ． 所 在 地  

本 部  神 奈 川 県 横 浜 市 保 土 ケ 谷 区 常 盤 台  

 

８ ． 資 本 金 の 状 況  

９ ７ ， ４ ５ ３ ， ９ ０ ４ ， ６ ２ ０ 円 （ 全 額  政 府 出 資 ）  

  

９ ． 学 生 の 状 況  

総 学 生 数   ９ ， ５ ３ ７ 人  

学 士 課 程   ７ ， ２ ６ ０ 人  

修 士 課 程   １ ， ７ ３ ４ 人  

博 士 課 程     ４ ７ ４ 人  

専 門 職 学 位 課 程     ６ ９ 人  

 

１ ０ ． 役 員 の 状 況  

役職 氏名 任期 経歴 

学 長 梅原 出 令和３年４月１日 

～令和９年３月３１日 

平成 4 年 4 月 横浜国立大学工学部教務職員 

平成 6 年 4 月 横浜国立大学工学部助手 

平成 12 年 7 月   横浜国立大学工学部助教授 

平成 13 年 4 月  横浜国立大学大学院工学研究院助教授 

平成 19 年 4 月  横浜国立大学大学院工学研究院准教授 

平成 21 年 10 月 横浜国立大学大学院工学研究院教授 

平成 29 年 4 月～平成 31 年 3 月 横浜国立大学学長補佐 

平成 31 年 4 月～令和 2 年 3 月 国立大学法人横浜国立

大学理事（研究・評価担当） 

令和 2 年 4 月～令和 2 年 11 月 国立大学法人横浜国立

大学理事（研究・財務・情報・評価担当） 

令和 2 年 12 月～令和 3 年 3 月 国立大学法人横浜国立

大学理事（研究・財務・情報・地域・評価担当） 

理 事 

(総務・

評 価 ・

広報・ 

施設 

担当） 

髙木まさき 令和３年４月１日 

～令和５年３月３１日 

昭和 63 年 1 月 上越教育大学学校教育学部助手 

平成 2 年 9 月 上越教育大学学校教育学部講師 

平成 2 年 10 月 文部省初等中等教育局教科書調査官心

得 

平成 6 年 10 月 横浜国立大学教育学部講師 

平成 7 年 4 月  横浜国立大学教育学部助教授 

平成 9 年 10 月 横浜国立大学教育人間科学部助教授 

平成 16 年 4 月 横浜国立大学教育人間科学部教授 

平成 18 年 4 月～平成 20 年 3 月 横浜国立大学学長補佐 

平成 21 年 4 月～平成 24 年 3 月 横浜国立大学教養教育

主事 

平成 24 年 4 月～平成 28 年 3 月 横浜国立大学教育人間

科学部長・教育学研究科長 

平成 29 年 4 月 横浜国立大学大学院教育学研究科教授 

平成 29 年 4 月～平成 31 年 3 月 横浜国立大学副学長

（教育担当） 

平成 31 年 4 月～令和 2 年 3 月 国立大学法人横浜国立

大学理事(総務・財務・施設担当) 

令和 2年 4 月～令和 3 年 3月 国立大学法人横浜国立大
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学理事（総務・施設担当） 

理 事 

(研究・

財務 

担当) 

三宅 淳巳 令和３年４月１日 

～令和５年３月３１日 

 

昭和 59 年 4 月 横浜国立大学工学部助手 

平成 8 年 1 月 横浜国立大学工学部講師 

平成 12 年 4 月 横浜国立大学工学部助教授 

平成 13 年 4 月 横浜国立大学大学院工学研究院助教授 

平成 18 年 4 月 横浜国立大学大学院環境情報研究院教

授 

平成 28 年 7 月 横浜国立大学先端科学高等研究院教授 

平成 31 年 4 月～令和 3 年 3 月 横浜国立大学学長補佐 

理 事 

(教育・

情報 

担当) 

谷地 弘安 令和３年４月１日 

～令和５年３月３１日 

 

平成 9 年 4 月 横浜国立大学経営学部講師 

平成 10 年 4 月 横浜国立大学経営学部助教授 

平成 14 年 4 月 横浜国立大学大学院国際社会科学研究

科助教授 

平成 19 年 4 月 横浜国立大学大学院国際社会科学研究

科准教授 

平成 24 年 4 月 横浜国立大学大学院国際社会科学研究

科教授 

平成 25 年 4 月 横浜国立大学大学院国際社会科学研究

院教授 

平成 31 年 4 月～令和 3 年 3 月 横浜国立大学 経営学部

長 

理 事 

( 産 学

官連携 

担当） 

蛯名喜代作 令和３年４月１日 

～令和５年３月３１日 

昭和 53 年 4 月 神奈川県庁 

平成 22 年 4 月 同 足柄上地域県政総合センター所長 

平成 24 年 4 月 同 安全防災局長 

平成 26 年 4 月 同 理事兼産業労働局長 

平成 27 年 6 月 公益財団法人神奈川産業振興センター

理事長 

平成 28 年 4 月 神奈川県庁政策局調整監（非常勤） 

平成 29 年 6 月 株式会社ケイエスピー常務取締役 

平成 31 年 4 月～令和 3 年 3 月 国立大学法人横浜国立

大学理事（産学官連携担当） 

理 事

（ 企 業

連 携 ・

外 部 資

金 担

当） 

岡田 譲治 令和３年４月１日 

～令和４年３月３１日 

昭和 49 年 4 月 三井物産株式会社 

平成 16 年 4 月 同 金属会計部長 

平成 17 年 4 月 同 金属・エネルギー会計部長 

平成 18 年 2 月 同 財務統括部長 

平成 19 年 4 月 同 経理部長 

平成 20 年 4 月 同 執行役員、経理部長 

平成 22 年 4 月 同 常務執行役員、経理部長 

平成 23 年 4 月 同 常務執行役員、CFO 

平成 23 年 6 月 同 代表取締役、CFO 

平成 27 年 4 月 同 取締役 

平成 27 年 6 月～令和元年 6 月 同 常勤監査役 

平成 29 年 11 月～令和元年 11 月 公益財団法人日本監

査役協会会長 

令和 2年 4 月～令和 3 年 3月 国立大学法人横浜国立大

学理事（外部資金担当） 
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監 事 内野 淳子 令和２年９月１日 

～令和６年８月３１日 

昭和 56 年 4 月 労働省 

平成 9 年 7 月 同 大阪婦人（女性）少年室長 

平成 11 年 4 月 同 大臣官房総務課広報室長 

平成 12 年 7 月 内閣官房内閣調査官 

平成 13 年 1 月 同 内閣参事官 

平成 14 年 8 月 厚生労働省雇用均等・児童家庭局短時

間・在宅労働課長 

平成 16 年 7 月 岡山県副知事 

平成 18 年 7 月 独立行政法人労働政策研究・研修機構

労働大学校副校長 

平成 20 年 7 月 厚生労働省大臣官房統計情報部企画課

長 

平成 21 年 7 月 同 中央労働委員会事務局次長 

平成 23 年 7 月 内閣府経済社会総合研究所総括政策研

究官 

平成 25 年 7 月 厚生労働省中央労働委員会事務局次長 

平成 27 年 10 月 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用

支援機構障害者職業総合センター研究主幹 

平成 28 年 4 月～令和 2 年 8 月 31 日 国立大学法人横浜

国立大学監事 

監 事 馬来 義弘 令和２年９月１日 

～令和６年８月３１日 

昭和 48 年 4 月 日産自動車株式会社 

平成 14 年 7 月 神奈川県庁 

平成 16 年 4 月 神奈川県産業技術センター所長 

平成 21 年 4 月 独立行政法人中小企業基盤整備機構プ

ロジェクトマネージャー 

平成 22 年 4 月 公益財団法人神奈川科学技術アカデミ

ー理事長 

平成 22 年 4 月 学校法人神奈川大学理事 

平成 29 年 4 月 地方独立行政法人神奈川県立産業技術

総合研究所理事長 

平成 31 年 4 月 地方独立行政法人神奈川県立産業技術

総合研究所事業プロデューサー 

令和 2 年 9 月 国立大学法人横浜国立大学監事 
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１ １ ． 教 職 員 の 状 況  

教 員  常 勤 ６ ３ ９ 人 （ う ち 附 属 １ ２ ４ 人 ）  

     非 常 勤 １ ， ３ １ ７ 人 （ う ち 附 属 ５ ９ 人 ）  

     職 員  常 勤 ２ ９ ７ 人 （ う ち 附 属 ８ 人 ）  

     非 常 勤 ４ ７ １ 人 （ う ち 附 属 ３ ０ 人 ）  

 

  （ 常 勤 教 職 員 の 状 況 ）                          

常 勤 教 職 員 は 前 年 度 比 で ２ ３ 人（ ２ ．４ ％ ）減 少 し て お り 、平 均 年 齢 は ４ ５ ．

９ 歳 （ 前 年 度 ４ ６ ． １ 歳 ） と な っ て い る 。 こ の う ち 、 国 か ら の 出 向 者 は ０ 人 、

地 方 公 共 団 体 か ら の 出 向 者 ０ 人 、 民 間 か ら の 出 向 者 は １ 人 で あ る 。  

 

 

 

「 Ⅲ  財 務 諸 表 の 概 要 」  

（ 勘 定 科 目 の 説 明 に つ い て は 、 別 紙 「 財 務 諸 表 の 科 目 」 を 参 照 願 い ま す 。 ）  

１ ． 貸 借 対 照 表  

（https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimuR3.pdf） 

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 

 有形固定資産 

  土地 

  建物 

   減価償却累計額等 

  構築物 

   減価償却累計額等 

  工具器具備品 

   減価償却累計額等     

その他の有形固定資産 

 その他の固定資産 

 

流動資産 

 現金及び預金 

 その他の流動資産 

105,459 

104,010 

73,892 

40,923 

△20,642 

3,860 

△2,298 

11,394 

△9,870 

6,752 

1,448 

 

4,464 

3,720 

  743 

固定負債 

 資産見返負債 

引当金 

  退職給付引当金 

  その他の引当金 

 その他の固定負債 

 

流動負債 

 運営費交付金債務 

 その他の流動負債 

13,804 

9,685 

1 

1 

- 

4,117 

 

5,458 

- 

5,458 

負債合計 19,262 

純資産の部 金額 

資本金 

 政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

97,453 

97,453 

△7,678 

885 

純資産合計 90,660 

資産合計 109,923 負債純資産合計 109,923 
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２ ． 損 益 計 算 書  

（https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimuR3.pdf） 

（単位：百万円） 

 金額 

経常費用（A） 18,153 

 業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  教育研究支援経費 

  人件費 

  その他 

 一般管理費 

 財務費用 

 雑損 

17,339 

1,997 

1,269 

487 

10,983 

2,602 

805 

4 

3 

経常収益(B) 18,534 

 運営費交付金収益 

 学生納付金収益 

 その他の収益 

8,200 

5,595 

4,738 

臨時損益(C) 102 

目的積立金取崩額(D) 35 

当期総利益（当期総損失）（B-A+C+D） 518 

 

３ ． キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書  

（https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimuR3.pdf） 

（単位：百万円）    

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 1,072 

 人件費支出 

 その他の業務支出 

 運営費交付金収入 

 学生納付金収入 

 その他の業務収入 

△11,992 

△4,686 

8,242 

5,442 

4,067 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △1,715 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △124 

Ⅳ資金に係る換算差額(D) - 

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） △766 

Ⅵ資金期首残高(F) 4,127 

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 3,360 
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４ ． 国 立 大 学 法 人 等 業 務 実 施 コ ス ト 計 算 書  

（https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimuR3.pdf） 

（単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ業務費用 8,608 

  損益計算書上の費用  

（控除）自己収入等 

18,161 

△9,553 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 

Ⅱ損益外減価償却相当額 

Ⅲ損益外減損損失相当額 

Ⅳ損益外利息費用相当額 

Ⅴ損益外除売却差額相当額 

Ⅵ引当外賞与増加見積額 

Ⅶ引当外退職給付増加見積額 

Ⅷ機会費用 

Ⅸ（控除）国庫納付額 

 

1,099 

101 

0 

12 

△26 

△8 

186 

‐ 

Ⅹ 国立大学法人等業務実施コスト 9,974 

 

５ ． 財 務 情 報  

（ １ ） 財 務 諸 表 に 記 載 さ れ た 事 項 の 概 要  

    ①  主 要 な 財 務 デ ー タ の 分 析  

      ア ． 貸 借 対 照 表 関 係  

      （ 資 産 合 計 ）  

令 和 ３ 年 度 末 現 在 の 資 産 合 計 は 、対 前 年 度 １ ，３ ９ ６ 百 万 円（ １ ．３ ％ ）

（ 以 下 、特 に 断 り が な い 限 り 対 前 年 度 比・合 計 ）減 の １ ０ ９ ，９ ２ ３ 百 万

円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、目 的 積 立 金 を 財 源 と し た 財 務 会 計 シ ス テ ム 、人

事 給 与 シ ス テ ム の 取 得 等 に よ り ソ フ ト ウ ェ ア が ９ ８ 百 万 円（ １ ５ ９ ．４ ％ ）

増 の １ ６ １ ， ０ １ ６ 百 万 円 に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

主 な 減 少 要 因 と し て は 、建 物・建 物 附 属 設 備・構 築 物 の 減 価 償 却 累 計 額

が １ ，３ ５ ５ 百 万 円（ ６ ．３ ％ ）増 の ２ ２ ，８ １ ７ 百 万 円 に な っ た こ と や 、

リ カ レ ン ト 棟（ 常 盤 台 キ ャ ン パ ス ）お よ び 野 外 教 育 実 習 施 設（ 山 梨 県 清 里 ）

の 用 途 廃 止 に 伴 い 建 物 減 損 損 失 累 計 額 が ９ ４ 百 万 円（ ３ ４ ４ ．９ ％ ）増 の

１ ２ ２ ， ３ ７ ４ 百 万 円 に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

 

      （ 負 債 合 計 ）  

令 和 ３ 年 度 末 現 在 の 負 債 合 計 は 、対 前 年 度 ９ ６ ４ 百 万 円（ ４ ．８ ％ ）減 の

１ ９ ， ２ ６ ２ 百 万 円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、野 外 教 育 実 習 施 設（ 山 梨 県 清 里 ）の 原 状 回 復 、ア

ス ベ ス ト 撤 去 に 係 る 費 用 の 見 積 も り の 変 更 に よ り 資 産 除 去 債 務 が ５ ４ 百 万

円 （ １ ８ ７ ． ８ ％ ） 増 の ８ ３ 百 万 円 に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  
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主 な 減 少 要 因 と し て は 、 令 和 ２ 年 度 に 計 上 さ れ た 施 設 整 備 費 補 助 金 に よ

る 建 物 改 修 や 退 職 給 付 費 用 等 に か か る 未 払 金 が ８ ９ ０ 百 万 円（ ３ ０ ．３ ％ ）

減 の ２ ，０ ４ ９ 百 万 円 に な っ た こ と や 、中 期 計 画 終 年 度 に 伴 う 運 営 費 交 付

金 の 収 益 化 に よ り 運 営 費 交 付 金 債 務 が １ １ ６ 百 万 円（ １ ０ ０ ．０ ％ ）減 の ０

百 万 円 に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

       

（ 純 資 産 合 計 ）  

令 和 ３ 年 度 末 現 在 の 純 資 産 合 計 は 、対 前 年 度 ４ ３ １ 百 万 円（ ０ ．５ ％ ）減

の ９ ０ ， ６ ６ ０ 百 万 円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、 施 設 整 備 費 補 助 金 を 財 源 と し た 講 義 棟 の 改 修 等

に よ り 資 本 剰 余 金 施 設 費 が ２ ６ １ 百 万 円（ ２ ．２ ％ ）増 の １ ２ ，２ ４ ６ 百 万

円 に な っ た こ と や 、 目 的 積 立 金 を 財 源 と し た 教 育 研 究 改 善 事 業 等 に よ り 資

本 剰 余 金 目 的 積 立 金 取 崩 が ３ ２ ４ 百 万 円（ １ ６ ．５ ％ ）増 の ２ ，２ ９ ８ 百 万

円 に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

主 な 減 少 要 因 と し て は 、出 資 及 び 譲 与 資 産 の 減 価 償 却 、除 却 の 進 行 に よ り

損 益 外 減 価 償 却 累 計 額 が ９ １ ４ 百 万 円（ ４ ．６ ％ ）増 の ２ ０ ，９ ３ ８ 百 万 円

に な っ た こ と や 、リ カ レ ン ト 棟（ 常 盤 台 キ ャ ン パ ス ）お よ び 野 外 教 育 実 習 施

設（ 山 梨 県 清 里 ）の 用 途 廃 止 に 伴 い 損 益 外 減 損 損 失 累 計 額 が ９ ４ 百 万 円（ ３

１ ８ ． ４ ％ ） 増 の １ ２ ４ 百 万 円 に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

 

      イ ． 損 益 計 算 書 関 係  

     （ 経 常 費 用 ）  

令 和 ３ 年 度 の 経 常 費 用 は ５ １ ２ 百 万 円（ ２ ．７ ％ ）減 の １ ８ ，１ ５ ３ 百 万

円 と な っ て い る 。主 な 費 目 別 増 減 は 、教 育 経 費 が １ ２ ３ 百 万 円（ ５ ．８ ％ ）

減 の １ ，９ ９ ７ 百 万 円 、研 究 経 費 が ７ ６ 百 万 円（ ５ ．７ ％ ）減 の １ ，２ ６ ９

百 万 円 、教 育 研 究 支 援 経 費 が ２ ９ 百 万 円（ ６ ．５ ％ ）増 の ４ ８ ７ 百 万 円 、受

託 研 究 費 が １ ７ ８ 百 万 円（ １ １ ．０ ％ ）増 の １ ，７ ９ ５ 百 万 円 、共 同 研 究 費

が ４ 百 万 円（ ０ ．７ ％ ）減 の ６ ６ １ 百 万 円 、受 託 事 業 費 等 が ２ ３ 百 万 円（ １

９ ．３ ％ ）増 の １ ４ ４ 百 万 円 、人 件 費（ 役 員・教 員・職 員 ）が ３ ９ ６ 百 万 円

（ ３ ．５ ％ ）減 の １ ０ ，９ ８ ３ 百 万 円 、一 般 管 理 費 が １ ４ ２ 百 万 円（ １ ５ ．

１ ％ ） 減 の ８ ０ ５ 百 万 円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、 施 設 整 備 費 補 助 金 を 財 源 と し た 講 義 棟 の 改 修 等

に よ り 教 育 経 費（ 移 設 撤 去 費 ）が ４ ９ 百 万 円（ １ ２ ５ ．２ ％ ）の 増 に な っ た

こ と が 挙 げ ら れ る 。  

主 な 減 少 要 因 と し て は 、 令 和 ２ 年 度 に お い て 実 施 さ れ た 工 学 基 礎 棟 や 化

学 棟 、 特 高 受 変 電 設 備 等 の 改 修 工 事 に 伴 い 増 加 し て い た 反 動 に よ り 教 育 経

費（ 雑 役 務 費 ）が ６ ３ 百 万 円（ ３ ５ ．７ ％ ）減 の １ １ ３ 百 万 円 に な っ た こ と

や 、研 究 経 費（ 修 繕 費・移 設 撤 去 費 ）が 合 わ せ て ２ １ ６ 百 万 円（ ６ ６ ．９ ％ ）

減 の １ ０ ６ 百 万 円 、一 般 管 理 費（ 修 繕 費・移 設 撤 去 費 ）が 合 わ せ て １ ４ ７ 百

万 円 （ ６ ０ ． ２ ％ ） 減 の ９ ７ 百 万 円 に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  



 

- 13 - 
 

ま た 、退 職 給 付 費 用 が １ ５ ３ 百 万 円（ １ ９ ．１ ％ ）減 の ６ ５ ３ 百 万 円 に な

っ た こ と も 一 因 で あ る 。  

  

      （ 経 常 収 益 ）  

令 和 ３ 年 度 の 経 常 収 益 は ３ ２ ３ 百 万 円（ １ ．７ ％ ）減 の １ ８ ，５ ３ ４ 百 万

円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、 受 入 額 の 増 加 に よ り 受 託 研 究 収 益 が １ ８ ５ 百 万

円 （ １ １ ． ５ ％ ） 増 の １ ， ８ ０ １ 百 万 円 に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

主 な 減 少 要 因 と し て は 、 令 和 ２ 年 度 に お い て 実 施 さ れ た 情 報 機 器 整 備 費

補 助 金 や 学 校 保 健 特 別 対 策 事 業 費 補 助 金 等 に よ り 増 加 し て い た 補 助 金 等 収

益（ 附 属 学 校 ）が 反 動 に よ り ８ ７ 百 万 円（ ８ ８ ．６ ％ ）減 の １ １ 百 万 円 に な

っ た こ と や 、同 様 に 令 和 ２ 年 度 に お い て 実 施 さ れ た 工 学 基 礎 棟 や 化 学 棟 、附

属 学 校 の 校 内 ネ ッ ト ワ ー ク 整 備 等 に よ り 増 加 し て い た 施 設 費 収 益 、 施 設 費

収 益（ 附 属 学 校 ）が 合 わ せ て ３ ９ １ 百 万 円（ ８ ６ ．２ ％ ）減 の ６ ２ 百 万 円 に

な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

       

（ 当 期 総 損 益 ）  

上 記 経 常 損 益 の 状 況 及 び 臨 時 損 失 と し て 固 定 資 産 除 却 損 ８ 百 万 円 、 臨 時

利 益 と し て 固 定 資 産 除 却 損 に 対 応 す る 資 産 見 返 負 債 戻 入 ７ 百 万 円 、 中 期 計

画 終 年 度 に 伴 う 運 営 費 交 付 金 の 収 益 化 に よ る 運 営 費 交 付 金 収 益 １ ０ ２ 百

万 円 等 を 計 上 し 、目 的 積 立 金 取 崩 額 ３ ５ 百 万 円 を 計 上 し た 結 果 、令 和 ３ 年 度

当 期 総 損 益 は ３ １ ７ 百 万 円（ １ ５ ８ ．２ ％ ）増 の ５ １ ８ 百 万 円 と な っ て い る 。 

 

      ウ ． キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 関 係  

     （ 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ）  

令 和 ３ 年 度 の 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー は １ ８ ２ 百 万 円（ １ ４ ．

５ ％ ） 減 の １ ， ０ ７ ２ 百 万 円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、そ の 他 の 業 務 支 出 が ６ ７ 百 万 円（ ７ ．４ ％ ）減 の

８ ４ ６ 百 万 円 に な っ た こ と や 、学 生 納 付 金 収 入 が １ ６ 百 万 円（ ０ ．３ ％ ）増

の ５ ，４ ４ ２ 百 万 円 に な っ た こ と 、受 託 研 究・共 同 研 究 収 入 が ５ ３ ７ 百 万 円

（ ２ ６ ． ５ ％ ） 増 の ２ ， ５ ６ １ 百 万 円 に な っ た こ と 等 が 挙 げ ら れ る 。  

ま た 、主 な 減 少 要 因 と し て は 、原 材 料 、商 品 又 は サ ー ビ ス の 購 入 に よ る 支

出 が ２ ７ ０ 百 万 円（ ７ ．６ ％ ）増 の ３ ，８ ２ ６ 百 万 円 に な っ た こ と や 、人 件

費 支 出 が ２ ７ ２ 百 万 円（ ２ ．３ ％ ）増 の １ １ ，９ ９ ２ 百 万 円 に な っ た こ と 、

運 営 費 交 付 金 収 入 、寄 附 金 収 入 が そ れ ぞ れ １ ２ ０ 百 万 円（ １ ．４ ％ ）減 の ８ ，

２ ４ ２ 百 万 円 、１ ５ ６ 百 万 円（ ２ ９ ．８ ％ ）減 の ３ ６ ９ 百 万 円 に な っ た こ と

が 挙 げ ら れ る 。  

 

      （ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ）  

令 和 ３ 年 度 の 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー は １ ，８ ４ ０ 百 万 円（ １ ，
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４ ６ ５ ． １ ％ ） 減 の △ １ ， ７ １ ５ 百 万 円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、定 期 預 金 の 払 戻 し に よ る 収 入 が １ ９ ０ 百 万 円（ １

１ １ ． ８ ％ ） 増 の ３ ６ ０ 百 万 円 に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

ま た 、主 な 減 少 要 因 と し て は 、有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 が ２ ８ ９ 百

万 円（ １ ６ ．８ ％ ）増 の ２ ，０ ０ ７ 百 万 円 に な っ た こ と や 、施 設 費 に よ る 収

入 が １ ，７ ４ ７ 百 万 円（ ８ ２ ．７ ％ ）減 の ３ ６ ６ 百 万 円 に な っ た こ と が 挙 げ

ら れ る 。  

 

      （ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ）  

令 和 ３ 年 度 の 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー は ３ 百 万 円（ ２ ．５ ％ ）

増 の △ １ ２ ４ 百 万 円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、フ ァ イ ナ ン ス・リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出 が ２

百 万 円 （ ２ ． ０ ％ ） 減 の １ １ ９ 百 万 円 に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

 

      エ ． 国 立 大 学 法 人 等 業 務 実 施 コ ス ト 計 算 書 関 係  

     （ 国 立 大 学 法 人 等 業 務 実 施 コ ス ト ）  

令 和 ３ 年 度 の 国 立 大 学 法 人 等 業 務 実 施 コ ス ト は ４ ９ ６ 百 万 円（ ４ ．７ ％ ）

減 の ９ ， ９ ７ ４ 百 万 円 と な っ て い る 。  

主 な 増 加 要 因 と し て は 、 引 当 外 退 職 給 付 増 加 見 積 額 が １ ６ ５ 百 万 円 （ ９

５ ． ３ ％ ） 増 の △ ８ 百 万 円 と な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

ま た 、主 な 減 少 要 因 と し て は 業 務 費 が ３ ６ ９ 百 万 円（ ２ ．１ ％ ）減 の １ ７ ，

３ ３ ９ 百 万 円 、一 般 管 理 費 が １ ４ ２ 百 万 円（ １ ５ ．１ ％ ）減 の ８ ０ ５ 百 万 円

に な っ た こ と や 、受 託 研 究 収 益 が １ ８ ５ 百 万 円（ １ １ ．５ ％ ）増 の １ ，８ ０

１ 百 万 円 に な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  

 

(表) 主要財務データの経年表                   （単位：百万円） 

区分 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年度 令和 2 年度  令和 3 年度  

資産合計 107,649 106,971 109,239 109,484 111,320 109,923 

負債合計 15,798 15,567 18,788 19,579 20,227 19,262 

純資産合計 91,850 91,404 90,451 89,905 91,092 90,660 

経常費用 17,869 18,025 18,211 18,052 18,665 18,153 

経常収益 17,736 18,131 18,383 18,385 18,857 18,534 

当期総損益 54 104 83 348 200 518 

業務活動によるキャッシュ・フロー 626 820 1,193 1,162 1,255 1,072 

投資活動によるキャッシュ・フロー △844 △332 △699 △469 125 △1,715 

財務活動によるキャッシュ・フロー △157 △161 △170 △131 △127 △124 

資金期末残高 1,663 1,989 2,312 2,874 4,127 3,360 

国立大学法人等業務実施コスト 10,200 9,769 9,937 9,931 10,470 9,974 

（内訳）       

  業務費用 8,847 8,705 8,897 8,753 9,391 8,608 
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    うち損益計算書上の費用 17,885 18,052 18,321 18,082 18,689 18,161 

     うち自己収入 △9,038 △9,346 △9,423 △9,328 △9,297 △9,553 

損益外減価償却相当額 1,161 1,109 1,092 1,052 1,074 1,099 

損益外減損損失相当額 - 54 32 - - 101 

損益外有価証券損益相当額（確

定） 
- - - - - - 

損益外有価証券損益相当額（その

他） 
- - - - - - 

損益外利息費用相当額 0 0 0 0 0 0 

損益外除売却差額相当額 1 97 12 6 83 12 

 引当外賞与増加見積額 18 10 10 △7 △11 △26 

 引当外退職給付増加見積額 113 △247 △107 122 △173 △8 

 機会費用 59 40 - 4 106 186 

 （控除）国庫納付額 - - - - - - 

     

    ②  セ グ メ ン ト の 経 年 比 較 ・ 分 析  

ア ． 業 務 損 益  

大 学 セ グ メ ン ト の 業 務 損 益 は １ ６ ３ 百 万 円 増 の １ ， ６ ７ ２ 百 万 円 と な っ

て い る 。人 件 費 が ４ ２ １ 百 万 円 の 減 に な っ た こ と や 、運 営 費 交 付 金 収 益 が ２

３ ５ 百 万 円 の 減 と な っ た こ と 等 が 主 な 要 因 で あ る 。  

附 属 学 校 セ グ メ ン ト の 業 務 損 益 は ３ ９ 百 万 円 増 の △ ４ １ ２ 百 万 円 と な っ

て い る 。教 育 経 費 が ９ ９ 百 万 円 の 減 に な っ た こ と や 、運 営 費 交 付 金 収 益 が ３

２ 百 万 円 の 増 、 補 助 金 等 収 益 が ８ ７ 百 万 円 の 減 に な っ た こ と が 主 な 要 因 で

あ る 。  

法 人 共 通 セ グ メ ン ト の 業 務 損 益 は １ ３ 百 万 円 減 の △ ８ ８ ０ 百 万 円 と な っ

て い る 。教 育 経 費 が １ ９ 百 万 円 の 増 、研 究 経 費 が ９ ３ 百 万 円 の 減 、一 般 管 理

費 が １ ７ ２ 百 万 円 の 減 に な っ た こ と や 、 施 設 費 収 益 が ２ ５ ９ 百 万 円 の 減 に

な っ た こ と が 主 な 要 因 で あ る 。  

 

 (表) 業務損益の経年表                                            (単位：百万円) 

区分 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

大学 1,383 1,488 1,585 1,683 1,509 1,672 

附属学校 △483 △484 △474 △519 △451 △412 

法人共通 △1,032 △897 △939 △830 △866 △880 

合計 △132 106 171 333 191 380 

 
イ ． 帰 属 資 産  

大 学 セ グ メ ン ト の 総 資 産 は １ ５ ０ 百 万 円 減 の １ ９ ， ５ ７ １ 百 万 円 と な っ

て い る 。こ れ は 、建 物 の 取 得 以 上 に 減 価 償 却 費 、減 損 損 失 が 発 生 し た こ と に

よ り 建 物 が ２ １ ４ 百 万 円 の 減 に な っ た こ と や 、 工 具 器 具 備 品 の 増 加 額 ７ ２

百 万 円 が 主 な 要 因 で あ る 。  

附 属 学 校 セ グ メ ン ト の 総 資 産 は ４ ５ 百 万 円 減 の ２ ０ ， ３ ７ ７ 百 万 円 と な
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っ て い る 。 建 物 の 取 得 以 上 に 減 価 償 却 費 が 発 生 し た こ と に よ り 建 物 が ５ ３

百 万 円 の 減 に な っ た こ と が 主 な 要 因 で あ る 。  

法 人 共 通 セ グ メ ン ト の 総 資 産 は １ ，２ ０ ０ 百 万 円 減 の ６ ９ ，９ ７ ４ 百 万 円

と な っ て い る 。こ れ は 、建 物 の 取 得 以 上 に 減 価 償 却 費 が 発 生 し た こ と に よ り

建 物 が ４ ２ ２ 百 万 円 の 減 に な っ た こ と や 、 普 通 預 金 の 減 少 額 ７ ６ ６ 百 万 円

が 主 な 要 因 で あ る 。  

 

 (表) 帰属資産の経年表                           (単位：百万円) 

区分 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

大学 21,522 21,273 19,774 19,479 19,721 19,571 

附属学校 20,676 20,575 20,392 20,352 20,422 20,377 

法人共通 65,450 65,122 69,071 69,652 71,175 69,974 

合計 107,649 106,971 109,239 109,484 111,320 109,923 

 

    ③  目 的 積 立 金 の 申 請 状 況 及 び 使 用 内 訳 等  

当 期 総 利 益 ５ １ ８ ，７ ３ ９ ，６ ４ ９ 円 の う ち 国 庫 返 納 額 １ ２ ，５ ４ ４ ，２

５ ５ 円 を 除 い た ５ ０ ６ ，１ ９ ５ ，３ ９ ４ 円 、第 Ⅲ 期 中 期 目 標 期 間 中 各 年 度 に

生 じ た 剰 余 金 を 財 源 と し た 目 的 積 立 金 残 高 ２ ３ ９ ，６ ８ １ ，６ ６ ４ 円 及 び 前

中 期 目 標 期 間 繰 越 積 立 金 残 高 １ ２ ７ ，３ ５ ３ ，７ ３ ７ 円 を 中 期 計 画 の 使 途 に

お い て 定 め た 安 全 で 安 心 な 教 育 研 究 活 動 を 推 進 す る た め の 基 盤 的 整 備 事 業

及 び そ の 他 教 育 、 研 究 に 係 る 業 務 及 び そ の 附 帯 業 務 に 充 て る た め 目 的 積 立

金 と し て 申 請 し て い る 。  

ま た 、令 和 ３ 年 度 に お い て は 、教 育 研 究 環 境 の 整 備 、充 実 の 目 的 に 充 て る

た め 、 ４ ０ ９ ， ７ ６ ８ ， ０ ９ ５ 円 を 使 用 し た 。  

 

（ ２ ） 重 要 な 施 設 等 の 整 備 等 の 状 況  

①  当 事 業 年 度 中 に 完 成 し た 主 要 施 設 等  

・ 都 市 科 学 部 講 義 棟 （ 改 修 ） ： 総 額 ２ ９ ５ 百 万 円  

・ 国 際 社 会 科 学 研 究 棟 及 び 理 学 研 究 棟 他 空 調 設 備 （ 空 調 設 備 更 新 ： 国 際 社 会

科 学 研 究 棟 、法 学 研 究 棟 、経 営 学 研 究 棟 、経 営 学 部 講 義 棟 ２ 号 館 、共 同 研 究

推 進 セ ン タ ー 、理 学 研 究 棟 ）：総 額 ２ ５ ７ 百 万 円（ う ち 当 事 業 年 度 執 行 額 ２

５ ３ 百 万 円 ）  

・ 講 義 棟 自 動 ド ア （ 改 修 ） ： 総 額 ６ ５ 百 万 円  

・ 大 学 院 工 学 研 究 棟 ト イ レ （ 改 修 ） ： 総 額 ５ ３ 百 万 円  

・ 自 家 発 電 設 備 （ 新 設 ） ： 総 額 ４ ７ 百 万 円  

・ 附 属 横 浜 中 学 校 体 育 館 外 部 （ 改 修 ） ： 総 額 ３ ９ 百 万 円  

・ 教 育 学 部 講 義 棟 7 号 館 空 調 設 備 （ 改 修 ） ： 総 額 ２ ４ 百 万 円  

 

    ②  当 事 業 年 度 に お い て 継 続 中 の 主 要 施 設 等 の 新 設 ・ 拡 充  

・鎌 倉 団 地 構 内 排 水 設 備（ 改 修 ）：総 額 １ ２ ０ 百 万 円（ う ち 当 事 業 年 度 執 行 額

６ 百 万 円 ）  
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③  当 事 業 年 度 中 に 処 分 し た 主 要 施 設 等  

・ リ カ レ ン ト 教 室 の 除 却  

（ 取 得 価 額 ８ 百 万 円 、減 価 償 却 累 計 額 ６ 百 万 円 、減 損 損 失 累 計 額 ２ 百 万 円 ） 

・ リ カ レ ン ト 施 設 の 除 却  

（ 取 得 価 額 １ ２ 百 万 円 、 減 価 償 却 累 計 額 ７ 百 万 円 、  

減 損 損 失 累 計 額 ４ 百 万 円 ）  

 

    ④  当 事 業 年 度 に お い て 担 保 に 供 し た 施 設 等  

    該 当 無 し  

 

（ ３ ） 予 算 及 び 決 算 の 概 要  

                            (単位：百万円) 

区分  

 

平成 28 年度  平成 29 年度  平成 30 年度  令和元年度  令和２年度  令和 3 年度  

予算  決算  予算  決算  予算  決算  予算  決算  予算  決算  予算  決算  差 額 理 由  

収入  15,747  1 7 , 2 8 5  1 6 , 8 9 8  1 8 , 0 5 3  1 6 , 3 0 7  1 7 , 9 6 5  1 8 , 2 0 2  1 8 , 3 2 1  1 8 , 7 6 6  1 9 , 8 5 4  1 7 , 3 1 2  1 8 , 7 9 4   

運営費交付金収入 

補助金等収入 

学生納付金収入 

附属病院収入 

その他収入 

7,853  

1 4 7  

5 , 5 8 8  

-  

2 , 1 5 7  

7 , 9 3 4  

3 2 2  

5 , 5 8 3  

-  

3 , 4 4 4  

8 , 0 3 0  

1 3 4  

5 , 5 5 2  

-  

3 , 1 8 2  

8 , 1 0 1  

2 0 5  

5 , 5 9 2  

-  

4 , 1 5 5  

8 , 2 4 1  

7 4  

5 , 5 0 8  

-  

2 , 4 8 3  

8 , 4 1 4  

1 9 1  

5 , 5 6 7  

-  

3 , 7 9 1  

8 , 2 6 4  

4 9  

5 , 5 6 5  

-  

4 , 3 2 4  

8 , 3 3 6  

1 2 5  

5 , 5 0 9  

-  

4 , 3 4 9  

8 , 4 2 4  

5 7  

5 , 7 0 4  

-  

4 , 5 8 1  

8 , 4 6 7  

3 5 5  

5 , 4 2 5  

-  

5 , 6 0 6  

8 , 2 5 6  

1 1 3  

5 , 6 9 6  

-  

3 , 2 4 6  

8 , 3 1 3  

3 9 8  

5 , 4 4 2  

-  

4 , 6 4 0  

そ の 他 収

入 の 差 額

は 産 学 連

携 等 収 入

の 増  

支出  15,747  1 7 , 1 1 6  1 6 , 8 9 8  1 7 , 6 9 4  1 6 , 3 0 7  1 7 , 4 9 3  1 8 , 2 0 2  1 7 , 7 3 0  1 8 , 7 6 6  1 9 , 3 8 2  1 7 , 3 1 2  1 7 , 9 9 3   

教育研究経費  

  診療経費  

一般管理費  

補助金等  

その他支出  

13,536  

-  

-  

1 4 7  

2 , 0 6 2  

1 4 , 1 8 4  

-  

-  

2 7 8  

2 , 6 5 3  

1 3 , 7 6 8  

-  

-  

1 3 4  

2 , 9 9 6  

1 3 , 9 5 7  

-  

-  

2 1 5  

3 , 5 2 2  

1 3 , 9 8 6  

-  

-  

7 4  

2 , 2 4 6  

1 4 , 3 1 4  

-  

-  

1 8 2  

2 , 9 9 6  

1 4 , 1 4 0  

-  

-  

4 9  

4 , 0 1 3  

1 3 , 9 7 7  

-  

-  

1 2 4  

3 , 6 2 8  

1 4 , 4 2 8  

-  

-  

5 7  

4 , 2 8 1  

1 4 , 2 4 5  

-  

-  

2 3 6  

4 , 9 0 0  

1 4 , 4 9 3  

-  

-  

1 1 3  

2 , 7 0 4  

1 4 , 3 0 8  

-  

-  

1 9 6  

3 , 4 8 8  

そ の 他 支

出 の 差 額

は 産 学 連

携 等 研 究

経 費 等 の

増  

収入―支出  - 169 -  3 5 9  -  4 7 2  -  5 9 1  -  4 7 2  -  8 0 0   

  

 

 

「 Ⅳ  事 業 に 関 す る 説 明 」  

（ １ ）  財 源 構 造 の 概 略 等   

 本 学 の 経 常 収 益 は １ ８ ， ５ ３ ４ 百 万 円 で 、 そ の 内 訳 は 、 運 営 費 交 付 金 収 益 ８ ，

２ ０ ０ 百 万 円 （ ４ ４ ． ２ ％ （ 対 経 常 収 益 比 、 以 下 同 じ 。 ） ） 、 授 業 料 収 益 ４ ， ６

３ ８ 百 万 円 （ ２ ５ ． ０ ％ ） 、 受 託 研 究 収 益 １ ， ８ ０ １ 百 万 円 （ ９ ． ７ ％ ） 、 共 同

研 究 収 益 ６ ６ １ 百 万 円（ ３ ．６ ％ ）、そ の 他 収 益 ３ ，２ ３ ２ 百 万 円（ １ ７ ．４ ％ ）

と な っ て い る 。  

 

（ ２ ）  財 務 デ ー タ 等 と 関 連 付 け た 事 業 説 明  

ア ． 大 学 セ グ メ ン ト    

横 浜 国 立 大 学 は 、 第 Ⅲ 期 中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 期 間 の 方 向 性 と し て 、 本 学 の 伝 統
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的 な 強 み と 特 色 に よ り 教 育 研 究 機 能 を 更 に 充 実 ・ 強 化 し 、 国 際 都 市 横 浜 発 の グ ロ

ー バ ル な 貢 献 を 成 し 得 る 国 立 大 学 と し て 、そ の 責 務 を 一 層 果 た し て い く こ と を 目

指 し て い る 。  

令 和 ３ 年 度 の 主 な 取 組 は 、 次 の と お り で あ る 。  

（ 教 育 ）  

・ ユ ネ ス コ チ ェ ア 選 定 に よ る 副 専 攻 プ ロ グ ラ ム の 開 設  

国 際 的 に 質 の 保 証 さ れ た 教 育 を 展 開 す る た め に ユ ネ ス コ チ ェ ア プ ロ グ ラ ム へ

の 申 請 を 行 い 、令 和 ３ 年 度 に 生 態 系 を 生 か し た 地 域 発 展 を あ つ か う 文 理 融 合 分 野

で あ る 人 間 と 生 物 圏 (Man an d t he  Bi o sphe re)を 重 視 し た も の と し て 受 理 さ れ た 。

認 定 を 踏 ま え 令 和 ４ 年 度 よ り 学 士 課 程 を 対 象 に「 MAB/SDGs 副 専 攻 プ ロ グ ラ ム 」を

開 設 し 、 国 内 外 で 持 続 可 能 な 開 発 目 標 （ SDGs） に 即 し て 活 躍 で き る 優 秀 な 人 材 の

育 成 を 図 っ て い る 。  

・ 学 修 成 果 の 可 視 化 へ の 取 組  

本 学 で は 平 成 ２ ６ 年 度 ～ 令 和 元 年 度 に 大 学 教 育 再 生 加 速 プ ロ グ ラ ム に 採 択 さ

れ 、 学 修 成 果 の 可 視 化 に 取 り 組 ん だ 。 令 和 ２ 年 度 に 本 事 業 の 事 後 評 価 結 果 が 示 さ

れ 、 上 位 の「 S」の 総 括 評 価 を 受 け て い る 。令 和 ３ 年 度 は 学 生 プ ロ フ ァ イ ル の 大

学 院 版 を 導 入 し 、秋 学 期 か ら は 全 学 生 を 対 象 に 心 理 ア セ ス メ ン ト「 BEVI（ Beliefs, 

Events, and Values Inventory）」を 試 行 実 施 し 、学 修 成 果 の 可 視 化 を 推 進 し た 。  

・ 留 学 生 就 職 支 援 体 制 の 強 化  

「 ヨ コ ハ マ ・ カ ナ ガ ワ 留 学 生 就 職 促 進 プ ロ グ ラ ム 」 （ 文 部 科 学 省 留 学 生 就 職 促 進

プ ロ グ ラ ム （ 平 成 ２ ９ ～ 令 和 ３ 年 度 採 択 ） ） を 活 用 し 、 ビ ジ ネ ス 日 本 語 ・ キ ャ リ

ア 教 育 、 就 職 活 動 サ ポ ー ト 等 に よ る 留 学 生 就 職 支 援 を 行 い 、 令 和 ３ 年 度 に は 成 果

報 告 会 を 行 っ た 。 本 学 が 継 続 し て い る 国 際 教 育 の 取 組 へ の 外 部 か ら の 評 価 と し

て 、全 国 の 日 本 語 学 校 が 留 学 生 に 推 奨 す る 進 学 先 を 選 ぶ「 日 本 留 学 ア ワ ー ズ 2021」

（ 日 本 語 教 育 振 興 協 会 主 催 ） に て 、 東 日 本 地 区 国 公 立 大 学 部 門 で 大 賞 を ５ 年 連 続

で 受 賞 し 、 殿 堂 入 り す る な ど し て い る 。  

 

（ 研 究 ）  

・日本初の台風専門研究機関を新設 

令和３年１０月に日本初の台風専門研究機関となる台風科学技術研究センターを新設し

た。台風分野、防災分野、エネルギー科学分野、航空開発分野及び船舶開発分野に関する学

術研究と新技術の社会実装を加速する研究センターとして、台風災害リスクの低減による安

全・安心で持続可能な社会の実現、再生可能な台風エネルギーの活用による脱炭素社会の実

現を目指している。センター長がリーダーを務めるチーム「タイフーンショット」らが、科

学技術振興機構（JST）ムーンショット型研究開発事業ミレニア・プログラムにおいて提案

した、台風・豪雨制御による安全安心な社会像実現の目標案が、内閣府総合科学技術・イノ

ベーション会議において新たなムーンショット目標として決定された。さらに令和４年３月

にはプロジェクトマネージャーに採択され、当研究センターはプロジェクト推進の中核とな

り参画機関と協働して研究開発を進めることとなった。当センターの取組は朝日小学生新聞

の１面（令和３年８月１２日）、テレビ朝日系「報道ステーション」（令和３年１０月１５日）
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で紹介されるなど多数のメディアで報道されており、注目されている。 

・大学間連携によるイノベーションの創出 

令和３年度にお茶の水女子大学と相互協力・連携に関する協定を締結した。知的・人的資

産の交流を通じた両機関の男女共同参画推進や人材育成、教育・研究活動の活性化を目的と

している。また、千葉大学と協定を締結し、両学の特色を活かした交流を図り、学術研究及

び教育等において連携を推進することとしている。特に、防災・減災及び環境保全に向けて

連携し、脱炭素社会の実現への貢献を行っていく。こうした環東京湾プラットフォームとも

いうべき連携によりイノベーションの創出を目指している。 

 

（ 社 会 連 携 ・ そ の 他 ）  

・ 地 域 の 産 学 官 連 携 コ ン ソ ー シ ア ム に よ る 事 業 連 携 強 化  

横 浜 ４ 大 学 （ 横 浜 国 立 、 横 浜 市 立 、 神 奈 川 、 関 東 学 院 ） と 地 域 産 学 官 民 連 携 基

盤 団 体「 横 浜 未 来 機 構 」に よ る 起 業 家 育 成（ YOXO カ レ ッ ジ ）と ス タ ー ト ア ッ プ 創

出 を 一 体 的 に 取 り 組 む 拠 点 都 市 環 境 整 備 を 大 学 間 連 携 で 推 進 す る と と も に 、横 浜

型 イ ノ ベ ー シ ョ ン ・ エ コ シ ス テ ム を 形 成 し 、 大 学 発 ベ ン チ ャ ー の 起 業 実 績 が 向 上

し て い る 。  

・ 神 奈 川 県 大 学 発 政 策 提 案 の 地 域 社 会 へ の 広 域 展 開  

神 奈 川 県 の 大 学 発 政 策 提 案 制 度 に 採 択 さ れ た 「 Woody か な が わ ～ 広 葉 樹 の 活 用

に よ る 地 域 活 性 化 と 県 民 の 健 康 増 進 」 で は 、 地 域 連 携 推 進 機 構 に 組 織 し た 研 究 者

グ ル ー プ に お い て 、 神 奈 川 県 内 の 広 葉 樹 や 里 山 林 の 現 状 と 課 題 、 義 務 教 育 諸 学 校

で の 教 材 開 発 な ど 多 方 面 か ら 調 査 研 究 を 実 施 す る と と も に 、「 神 奈 川 の 美 し い 広

葉 樹 林 50 選 」を 選 定 し 、令 和 ２ 年 度 に 終 報 告 書 を 公 表 し た 。ま た 、こ の 取 組 を

神 奈 川 県 内 の 主 要 自 治 体 と の 地 域 連 携 事 業 と し て 継 続 し 、県 内 全 域 に わ た る 広 葉

樹 林 50 選 ス タ ン プ ラ リ ー 事 業 を 令 和 ４ 年 ４ 月 か ら 開 始 す る こ と と し て い る 。  

大 学 セ グ メ ン ト に お け る 事 業 の 実 施 財 源 は 、 運 営 費 交 付 金 収 益 ５ ， ９ ８ ４ 百 万

円 （ ３ ８ ． ９ ％ （ 当 該 セ グ メ ン ト に お け る 業 務 収 益 比 、 以 下 同 じ ） ） 、 学 生 納 付

金 収 益 ５ ，５ ８ ９ 百 万 円（ ３ ６ ．４ ％ ）、受 託 研 究 収 益 １ ，８ ０ １ 百 万 円（ １ １ ．

７ ％ ） 、 共 同 研 究 収 益 ６ ６ １ 百 万 円 （ ４ ． ３ ％ ） 、 そ の 他 収 益 １ ， ３ ３ ６ 百 万 円

（ ８ ． ７ ％ ） と な っ て い る 。  

ま た 、 事 業 に 要 し た 経 費 は 、 教 育 経 費 １ ， ２ ９ ２ 百 万 円 、 研 究 経 費 １ ， ２ ５ ７

百 万 円 、 人 件 費 ７ ， ９ ９ ０ 百 万 円 、 一 般 管 理 費 １ ８ ２ 百 万 円 、 そ の 他 費 用 が ２ ，

９ ７ ７ 百 万 円 と な っ て い る 。  

 

イ ． 附 属 学 校 セ グ メ ン ト  

本 学 教 育 学 部 は 小 学 校 ２ 校 、 中 学 校 ２ 校 、 特 別 支 援 学 校 １ 校 の 附 属 学 校 を 有 し

て い る 。 こ れ ら 附 属 学 校 で は 、 地 域 や 教 育 委 員 会 と 連 携 し つ つ 、 教 育 実 習 、 教 育

イ ン タ ー ン 等 の 各 種 実 習 科 目 や 共 同 研 究 の 充 実 を 図 る と と も に 、地 域 と 教 育 課 題

を 共 有 し 、 小 中 高 連 携 教 育 の 研 究 等 を 通 し て 、 神 奈 川 県 に お け る 初 等 ・ 中 等 ・ 特

別 支 援 教 育 の 先 導 的 役 割 と そ の 発 信 拠 点 ・ 交 流 拠 点 と し て の 活 動 を 強 化 す る こ と

を 目 指 し て い る 。  
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令 和 ３ 年 度 の 主 な 取 組 は 、 次 の と お り で あ る 。  

・ 教 育 課 題 へ の 対 応  

附 属 鎌 倉 小 学 校 で は GIGA ス ク ー ル 構 想 に お け る 一 人 一 台 の 情 報 端 末 を 利 用 し 、

コ ロ ナ 禍 で の 学 校 と 家 庭 を 結 ぶ オ ン ラ イ ン 授 業 や 、登 校 が 難 し い 児 童 へ の 支 援 と

し て ハ イ ブ リ ッ ド 授 業 な ど を 行 っ た 。 ま た SDGｓ へ の 取 組 と し て 、 給 食 の 残 菜 な

ど を コ ン ポ ス ト で 肥 料 に す る 取 組 や 、 和 食 に つ い て 学 ぶ 食 育 の 活 動 等 を 行 っ た 。  

・ 大 学 ・ 学 部 と の 連 携  

教 職 大 学 院 の 連 携 協 力 校 と し て 教 員 養 成 に 寄 与 し て お り 、令 和 ３ 年 度 に 改 組 し

た 教 職 大 学 院 に お い て 、 附 属 学 校 教 員 の 一 部 を 教 職 大 学 院 生 と し て 受 け 入 れ 、 ス

ト レ ー ト マ ス タ ー の 実 習 指 導 等 を 単 位 化 す る 附 属 学 校 教 員 派 遣 プ ロ グ ラ ム を 制

度 化 し た 。 ま た 、 実 習 校 に お い て は 教 職 大 学 院 担 当 教 員 に よ っ て ス ト レ ー ト マ ス

タ ー に 加 え 、 若 手 教 員 や 校 内 研 究 会 等 の 指 導 助 言 も 実 施 し 、 本 学 と の 互 恵 的 な 関

係 を 構 築 し て い る 。  

附 属 学 校 セ グ メ ン ト に お け る 事 業 の 実 施 財 源 は 、運 営 費 交 付 金 収 益 ９ ０ ９ 百 万

円（ ８ ９ ．６ ％ )、寄 附 金 収 益 ３ １ 百 万 円（ ３ ．１ ％ ）、そ の 他 収 益 ７ ３ 百 万 円（ ７ ．

２ ％ ） と な っ て い る 。  

ま た 、事 業 に 要 し た 経 費 は 、教 育 経 費 １ ５ ８ 百 万 円 、人 件 費 １ ，２ ６ ６ 百 万 円 、

そ の 他 費 用 が ０ 百 万 円 と な っ て い る 。  

 

ウ ． 法 人 共 通 セ グ メ ン ト  

本 学 の 伝 統 的 な 強 み と 特 色 を 十 分 に 発 揮 し 、 ミ ッ シ ョ ン を 的 確 に 実 行 す る た

め 、 学 長 の リ ー ダ ー シ ッ プ の 下 、 全 て の 教 職 員 が ビ ジ ョ ン を 共 有 し て 大 学 改 革 へ

の 主 体 的 参 画 を 高 め 、 自 己 変 革 に よ り 研 究 、 教 育 、 地 域 貢 献 、 社 会 貢 献 の 機 能 を

大 化 で き る ガ バ ナ ン ス 体 制 を 構 築 す る と と も に 、グ ロ ー バ ル 時 代 の 諸 課 題 の 解

明 に 向 け た 実 践 的 学 術 の 国 際 拠 点 を 目 指 す べ く 、 資 源 の 戦 略 的 ・ 機 動 的 な 活 用 に

よ る 全 学 一 体 の 大 学 改 革 を 不 断 に 実 行 す る こ と を 基 本 目 標 と し て い る 。  

令 和 ３ 年 度 の 主 な 取 組 は 、 次 の と お り で あ る 。  

（ 業 務 運 営 の 改 善 及 び 効 率 化 ）  

・ ガ バ ナ ン ス の 強 化 に 関 す る 取 組  

大 学 の 将 来 像 策 定 に つ い て 、第 4 期 中 期 目 標 期 間 を 見 据 え た 中 長 期 的 な ビ ジ ョ

ン と し て 、 令 和 ３ 年 度 に 新 学 長 に よ る 「 学 長 ビ ジ ョ ン 」 を 策 定 し て 、 公 表 し て い

る 。 戦 略 的 な 経 営 等 に 必 要 な 能 力 を 有 す る 人 材 を 、 ダ イ バ ー シ テ ィ を 踏 ま え 計 画

的 に 育 成 す る と と も に 、 長 期 的 な 視 点 で 人 材 の 確 保 を 図 る た め に 、 令 和 ３ 年 度 に

「 横 浜 国 立 大 学 に お け る 経 営 人 材 の 育 成 ・ 確 保 方 針 」 を 策 定 し た 。 学 長 補 佐 の ポ

ス ト に 中 堅 ・ 若 手 教 員 や 女 性 教 員 を 戦 略 的 に 登 用 し 、 企 画 立 案 に 積 極 的 に 関 与 さ

せ て お り 、 第 ４ 期 中 期 計 画 の 策 定 に も 寄 与 し て い る 。  

・ 各 部 局 に お け る 運 営 諮 問 会 議 の 設 置  

都 市 科 学 部 で は 、 平 成 ２ ９ 年 度 の 設 置 よ り 運 営 諮 問 会 議 を 置 き 、 学 外 者 の 意 見

を 反 映 す る こ と を 先 導 し て き た 。 そ の 他 の 学 部 ・ 大 学 院 に お い て も 、 令 和 ２ 年 度

に 理 工 学 部 、 国 際 社 会 科 学 研 究 院 等 、 理 工 学 府 、 環 境 情 報 研 究 院 ・ 学 府 、 都 市 イ
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ノ ベ ー シ ョ ン 研 究 院 ・ 学 府 に お い て 、 令 和 ３ 年 度 に は 先 進 実 践 学 環 に お い て 運 営

諮 問 会 議 規 則 が 制 定 さ れ 、 他 学 部 、 大 学 院 に お い て 学 外 者 の 意 見 を 聴 取 す る 体 制

が 構 築 さ れ て い る 。  

・ 混 合 給 与 制 度 、 ク ロ ス ア ポ イ ン ト メ ン ト 制 度 の 活 用  

混 合 給 与 制 度 の 活 用 に つ い て 、 令 和 ２ 年 度 に 設 置 し た 人 事 委 員 会 が 、 混 合 給 与

制 度 、ク ロ ス ア ポ イ ン ト メ ン ト 制 度 を 活 用 す る こ と を 明 記 し た 教 員 人 事 の 基 本 方

針 を 策 定 し 、 各 部 局 の 人 事 計 画 に つ い て 審 議 を 行 っ て い る 。 先 端 科 学 高 等 研 究 院

に て 、 複 数 の 財 源 に よ る 雇 用 を 行 っ て い る 。 雇 用 財 源 毎 に エ フ ォ ー ト を 定 め て 業

務 に 従 事 し て お り 、 令 和 ３ 年 度 は ９ 名 の 教 員 に 適 用 し て い る 。 ク ロ ス ア ポ イ ン ト

メ ン ト に つ い て 、 令 和 ３ 年 度 は 新 た に 環 境 情 報 研 究 院 と 大 阪 大 学 、 先 端 科 学 高 等

研 究 院 と 産 業 技 術 総 合 研 究 所 、 東 海 国 立 大 学 機 構 の ３ 件 を 実 施 し た 。 ク ロ ス ア ポ

イ ン ト メ ン ト の 適 用 に よ り 派 遣 元 （ 先 ） で の 研 究 等 経 験 に よ る 本 学 学 生 の 教 育 活

動 へ の 貢 献 や 産 学 官 連 携 の 推 進 、 人 的 ネ ッ ト ワ ー ク の 拡 大 等 の 効 果 が あ っ た 。  

 

（ 自 己 点 検 ・ 評 価 及 び 情 報 提 供 ）  

・ エ コ キ ャ ン パ ス 実 現 に 向 け た 情 報 発 信  

本 学 で は 、 環 境 配 慮 促 進 法 に よ る 作 成 義 務 付 け に 先 駆 け て 平 成 １ ３ 年 度 よ り

「 エ コ キ ャ ン パ ス 白 書（ 環 境 報 告 書 ）」を 毎 年 発 行 し て い る 。令 和 ３ 年 度 は 学 生・

教 職 員 へ の 意 識 啓 発 を 目 的 と し て 表 紙 デ ザ イ ン コ ン テ ス ト を 実 施 し 、ウ ェ ブ サ イ

ト で の 公 表 に 加 え て 白 書 を 紙 媒 体 と し て も 発 行 し た 。省 エ ネ ル ギ ー 対 策 等 の 環 境

に 関 す る 取 組 や 環 境 会 計 等 の 環 境 パ フ ォ ー マ ン ス に 加 え て 、 環 境 や SDGｓ に 貢 献

す る 教 育 研 究 、 社 会 貢 献 活 動 等 を 広 く 掲 載 し 、 本 学 の エ コ キ ャ ン パ ス 実 現 へ の 取

組 を 広 く 情 報 発 信 し て い る 。  

 

法 人 共 通 セ グ メ ン ト に お け る 事 業 の 実 施 財 源 は 、 運 営 費 交 付 金 収 益 １ ， ３ ０

６ 百 万 円 （ ６ ０ ． ９ ％ ） 、 雑 益 ６ ０ ７ 百 万 円 （ ２ ８ ． ３ ％ ） 、 寄 附 金 収 益 ７ ０

百 万 円 （ ３ ． ３ ％ ） 、 そ の 他 収 益 １ ６ １ 百 万 円 （ ７ ． ５ ％ ） と な っ て い る 。  

ま た 、 事 業 に 要 し た 経 費 は 、 教 育 経 費 ５ ４ ５ 百 万 円 、 研 究 経 費 １ １ 百 万 円 、

人 件 費 １ ， ７ ２ ６ 百 万 円 、 一 般 管 理 費 ６ ２ １ 百 万 円 、 そ の 他 費 用 が １ ２ ０ 百 万

円 と な っ て い る 。  

 

（ ３ ） 課 題 と 対 処 方 針 等  

教 育 研 究 の 質 の 向 上 と そ れ を 支 え る 経 営 基 盤 の 強 化 を 実 現 す べ く 、 種 々 の 取

組 を 進 め て い る 。 主 な 課 題 と そ の 対 応 は 、 次 の と お り で あ る 。  

・ 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス ワ ク チ ン 大 学 拠 点 接 種 の 実 施  

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 へ の 対 応 に つ い て 、 防 災 ・ 事 業 継 続 計 画 を 活 用 し

つ つ 、 危 機 管 理 警 戒 本 部 を 中 心 と し た リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト 体 制 を 継 続 し 、 安 全

安 心 な 教 育 研 究 環 境 を 確 保 し た 。 令 和 ３ 年 度 は 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の

感 染 再 拡 大 の 早 期 探 知 を 目 的 と し て 、 国 及 び 県 と 協 力 し 、 PCR モ ニ タ リ ン グ 検 査

を ６ 月 に ２ 回 実 施 し た 。 学 生 ・ 教 職 員 等 の 健 康 を 守 る と と も に 、 学 内 及 び 地 域
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に お け る 感 染 拡 大 防 止 に 貢 献 す る た め 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス ワ ク チ ン 大 学 拠 点

接 種 を 実 施 し 、 学 生 ・ 教 職 員 、 地 域 住 民 等 を 対 象 に 約 6,000 名 （ 約 12,000 回 ）

の 接 種 を 行 っ た 。 な お 、 ２ 回 目 接 種 期 間 に は 、 社 会 問 題 と な っ て い た 2 回 目 接

種 困 難 者 の 受 け 入 れ も 行 っ た 。  

・ 附 属 学 校 の 学 校 ガ バ ナ ン ス 強 化  

附 属 学 校 に お け る 学 校 ガ バ ナ ン ス を 強 化 す る た め に 、 令 和 ３ 年 度 に 副 学 長 ・

事 務 局 長 を 附 属 学 校 担 当 副 学 長 ・ 事 務 局 長 と し た 。 附 属 学 校 に お け る 働 き 方 改

革 や 業 務 改 善 を 図 っ て い く 。  

・ Web 出 願 シ ス テ ム 導 入 に よ る 入 試 業 務 改 善  

令 和 ３ 年 度 は 、 入 試 業 務 に お い て 全 学 部 の 一 般 選 抜 で Web 出 願 シ ス テ ム の 運

用 を 開 始 し た 。 シ ス テ ム 導 入 に よ っ て 、 入 力 制 限 設 定 に よ り 志 願 者 の 出 願 ミ ス

を 未 然 に 防 ぐ こ と が 可 能 に な る と と も に 、 成 績 開 示 請 求 に つ い て 従 来 手 作 業 で

郵 送 を し て い た 約 500 件 分 の 事 務 作 業 を な く し 、 対 象 者 を 不 合 格 者 の み か ら 受

験 者 全 員 へ と 拡 大 す る な ど 利 便 性 向 上 に も つ な が っ た 。  

 

 

 

「 Ⅴ  そ の 他 事 業 に 関 す る 事 項 」  

１ ． 予 算 、 収 支 計 画 及 び 資 金 計 画  

  （ １ ） 予 算  

    決 算 報 告 書 参 照  

（https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/kessanR3.pdf） 

 （ ２ ） 収 支 計 画  

    年 度 計 画 及 び 財 務 諸 表 （ 損 益 計 算 書 ） 参 照  

（https://www.ynu.ac.jp/about/project/current_year/pdf/nendokeiR3.pdf、 

 https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimuR3.pdf） 

 （ ３ ） 資 金 計 画  

  年 度 計 画 及 び 財 務 諸 表 （ キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 ） 参 照  

（https://www.ynu.ac.jp/about/project/current_year/pdf/nendokeiR3.pdf、 

 https://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimuR3.pdf） 

 

２ ． 短 期 借 入 れ の 概 要  

該 当 な し 。  
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３ ． 運 営 費 交 付 金 債 務 及 び 当 期 振 替 額 の 明 細  

（ １ ） 運 営 費 交 付 金 債 務 の 増 減 額 の 明 細  

                                                                            （単位：百万円） 

交付年度 
期首

残高 

交付金当 

期交付額 

当期振替額 

期末 

残高 
運営費

交付金

収益 

資産見返運

営費交付金 

建設仮勘定

見返運営費

交付金 

    

資本 

剰余金 
小計 

平成 28 年度 1 - 1 - － － 1 - 

平成 29 年度 3 - 3 - － － 3 - 

平成 30 年度 4 - 4 - － － 4 - 

令和元年度 3 - 3     - － － 3 - 

令和 2 年度 104 - 104 - － － 104 - 

令和 3 年度 - 8,242 8,186 56 － － 8,242 - 

 

（ ２ ） 運 営 費 交 付 金 債 務 の 当 期 振 替 額 の 明 細  

① 平 成 ２ ８ 年 度 交 付 分  

                                                                             （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

 資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

 資本剰余金 － 

計 － 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

費 用 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 
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振替額 

 

1 

中期目標期間 終年度のため運営費交付金債務残高

を全額収益に振り替えております。 

合計  1  
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② 平 成 ２ ９ 年 度 交 付 分  

                                                                             （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

費 用 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 
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3 

中期目標期間 終年度のため運営費交付金債務残高

を全額収益に振り替えております。 

合計  3  

 

③ 平 成 ３ ０ 年 度 交 付 分  

                                                                             （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

費 用 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 
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資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 
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4 

中期目標期間 終年度のため運営費交付金債務残高

を全額収益に振り替えております。 

合計  4  

 

④ 令 和 元 年 度 交 付 分  

                                                                             （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運営費交付金 

収益 
－ 

該当なし 

資産見返運営費

交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運営費交付金収

益 
－ 

該当なし 

資産見返運営費

交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

費 用 進 行 基 準

による振替額 

運営費交付金収

益 
－ 

該当なし 

資産見返運営費

交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

国 立 大 学 法 人

会計基準第 78

第 ３ 項 に よ る

振替額 

 

3 

中期目標期間 終年度のため運営費交付金債務残高

を全額収益に振り替えております。 

合計  3  
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⑤ 令 和 ２ 年 度 交 付 分  

                                                                             （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運営費交付金 

収益 
－ 

該当なし 

資産見返運営費

交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運営費交付金収

益 
－ 

該当なし 

資産見返運営費

交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

費 用 進 行 基 準

による振替額 

運営費交付金収

益 
71 

①  費用進行基準を採用した事業等：特殊要因（退職

手当、移転費）、令和２年度補正予算等（授業料

等免除実施経費） 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：71 

 イ)自己収入にかかる収益計上額：－ 

 ウ)固定資産の取得額：－ 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 71 百

万円を収益化。 

資産見返運営費

交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 

71 
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33 

中期目標期間 終年度のため運営費交付金債務残高

を全額収益に振り替えております。 

合計  104  

 

⑥ 令 和 ３ 年 度 交 付 分  

                                                                             （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運営費交付金収

益 
180 

①  業務達成基準を採用した事業等：機能強化経費

（プロジェクト分 3 件、法人運営活性化支援分、

基盤的設備等整備分） 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：180 

 イ)自己収入にかかる収益計上額：- 

 ウ)固定資産の取得額：建物 5（うち自己収入取得

分－）、構築物 41（うち自己収入取得分－）、教育

研究用器具備品 2（うち自己収入取得分－）、ソフ

トウェア 6（うち自己収入取得分－）、特許仮勘定

0（うち自己収入取得分－） 

資産見返運営費

交付金 
56 

建設仮勘定見返

運営費交付金 

 

－ 

資本剰余金 － 

計 237 
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③運営費交付金の振替額の積算根拠 

機能強化経費については、計画に対して十分な効

果を上げたと認められることから、運営費交付金債

務 180 百万円を収益化。 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運営費交付金収

益 
7,230 

①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及

び費用進行基準を採用した業務以外の全ての業務 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：7,230 

 イ)自己収入に係る収益計上額：－ 

 ウ)固定資産の取得額：－ 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

期間進行基準に係る運営費交付金債務を全額収益

化。 

資産見返運営費

交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 

7,230 

費 用 進 行 基 準

による振替額 

運営費交付金収

益 
717 

①費用進行基準を採用した事業等：特殊要因（退職

手当、移転費） 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：717 

 イ)自己収入にかかる収益計上額：－ 

 ウ)固定資産の取得額：－ 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 717 百

万円を収益化。 

資産見返運営費

交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 

717 
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振替額 

 

56 

中期目標期間 終年度のため運営費交付金債務残高

を全額収益に振り替えております。 

合計  8,242  
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（別紙） 

■財務諸表の科目 

  １．貸借対照表 

有 形 固 定 資 産 ：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有

形の固定資産。 

減 価 償 却 累 計 額 等 ：減価償却累計額及び減損損失累計額。 

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 ：図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。 

そ の 他 の 固 定 資 産 ：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）が

該当。 

現 金 及 び 預 金 ：現金（通貨及び小切手等の通貨代用証券）と預金（普通預金、当座預

金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

そ の 他 の 流 動 資 産 ：未収入金、有価証券等が該当。 

資 産 見 返 負 債 ：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸

借対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振

り替える。計上された資産見返負債については、当該償却資産の減価

償却を行う都度、それと同額を資産見返負債から資産見返戻入（収益

科目）に振り替える。 

引 当 金 ：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上

するもの。退職給付引当金等が該当。 

そ の 他 の 固 定 負 債 ：資産除去債務、長期未払金等が該当。 

運 営 費 交 付 金 債 務 ：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

そ の 他 の 流 動 負 債 ：預り科学研究費補助金等、寄附金債務、前受受託研究費、前受共同研   

究費、前受受託事業費等、預り金、未払金、未払消費税等、賞与引当   

金が該当。 

政 府 出 資 金 ：国からの出資相当額。 

資 本 剰 余 金 ：国から交付された施設費等により取得した資産（建物等）等の相当

額。 

利 益 剰 余 金 ：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。前中期

目標期間繰越積立金、目的積立金、積立金が該当。 

   

  ２．損益計算書 

業 務 費 ：国立大学法人等の業務に要した経費。 

教 育 経 費 ：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経

費。 

研 究 経 費 ：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

教 育 研 究 支 援 経 費 ：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法人

全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は

組織であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費。 

人 件 費 ：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経

費。 
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そ の 他 の 業 務 費 ：受託研究費、共同研究費、受託事業費等、一般管理費が該当。 

財 務 費 用 ：支払利息、為替差損が該当。 

雑 損 ：返還金等が該当。 

運 営 費 交 付 金 収 益 ：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学 生 納 付 金 収 益 ：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

そ の 他 の 収 益 ：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益、施設費収益等。 

資 産 見 返 負 債 戻 入 ：取得時に資産見返負債が計上される償却資産について減価償却費が

計上される都度、当該資産見返負債から同額振り替えられる収益。 

財 務 収 益 ：受取利息、有価証券利息、為替差益等。 

臨 時 損 益 ：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

目 的 積 立 金 取 崩 額 ：目的積立金から取り崩しを行った額。 

         

  ３．キャッシュ・フロー計算書 

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費

交付金収入等の国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収

支状況を表す。 

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向け

た運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況

を表す。 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・返済

による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を

表す。 

資 金 に 係 る 換 算 差 額 ：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

     

  ４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国 立 大 学 法 人 等 業 務 実 施 コ ス ト ：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財源により負

担すべきコスト。 

業 務 費 用 ：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から

学生納付金等の自己収入を控除した相当額。 

損 益 外 減 価 償 却 相 当 額 ：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産の減価償却費相当額。 

損 益 外 減 損 損 失 相 当 額 ：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわら

ず生じた減損損失相当額。 

損 益 外 利 息 費 用 相 当 額 ：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産に係る資産除去債務についての時の経過による調整額。 

損 益 外 除 売 却 差 額 相 当 額 ：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産を売却や除去した場合における帳簿価額との差額相当額。 

引 当 外 賞 与 増 加 見 積 額 ：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞

与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上

（当事業年度における引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照
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表に注記）。 

引 当 外 退 職 給 付 増 加 見 積 額 ：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認められる

場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上

（当事業年度における引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対

照表に注記）。 

機 会 費 用 ：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸

した場合の本来負担すべき金額等。 


